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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次 
第34期 

第３四半期連結 
累計期間 

第35期 
第３四半期連結 

累計期間 
第34期 

会計期間 
自平成26年９月１日 
至平成27年５月31日 

自平成27年９月１日 
至平成28年５月31日 

自平成26年９月１日 
至平成27年８月31日 

売上高 （千円） 13,543,388 16,580,495 18,824,695 

経常利益 （千円） 2,370,060 3,547,200 3,302,844 

親会社株主に帰属する四半期（当

期）純利益 
（千円） 1,546,074 2,327,779 2,156,763 

四半期包括利益または包括利益 （千円） 1,628,760 2,153,428 2,236,311 

純資産額 （千円） 17,252,397 24,538,561 23,106,193 

総資産額 （千円） 33,055,938 39,077,341 35,501,817 

１株当たり四半期（当期）純利益

金額 
（円） 72.90 94.41 100.34 

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額 
（円） 72.15 93.79 99.39 

自己資本比率 （％） 51.7 62.0 64.6 

 

回次
第34期

第３四半期連結
会計期間

第35期
第３四半期連結

会計期間

会計期間
自平成27年３月１日
至平成27年５月31日

自平成28年３月１日
至平成28年５月31日

１株当たり四半期純利益金額 （円） 17.55 19.38 

 （注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号 平成25年９月13日）等を適用し、第１四半期連結累

計期間より、「四半期（当期）純利益」を「親会社株主に帰属する四半期（当期）純利益」としております。

２【事業の内容】

当第３四半期連結累計期間において、当社グループ（当社および当社の関係会社）が営む事業の内容について、重

要な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。

なお、平成28年３月30日付で、土木、建築分野での応力・変位等の挙動計測を中心とした計測業務を主な業務とし

ているシーアイテック株式会社の株式45,000株(発行済株式数に対する割合：75％)を取得しております。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

当第３四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生または前事業年度の有価証券報告書に記載した

事業等のリスクについての重要な変更はありません。 

２【経営上の重要な契約等】

 当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定または締結等はありません。 

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

 文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ（当社および連結子会社）が

判断したものであります。

 なお、第１四半期連結累計期間より、「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号 平成25年９月13日）

等を適用し、「四半期純利益」を「親会社株主に帰属する四半期純利益」としております。

(1) 業績の状況

当第３四半期連結累計期間における当社グループを取り巻く環境は、東日本大震災からの復興にむけた国や自治

体の施策が最終局面を迎えつつある一方で、切迫する大規模地震や激甚化する水害・土砂災害などに備え、社会イ

ンフラの事前防災や長寿命化対策を図る防災関連事業が引き続き高水準で推移しました。そうした中、当社グルー

プが推進する「インプラント工法」は、地球と一体化する粘り強い構造物を早期に提供し人命と財産を守る技術と

して、その優位性が認識され各地で採用が広がっております。 

建設機械事業におきましては、先進の施工管理技術と機械保全システムを盛り込んだ圧入機「サイレントパイラ

ーＦシリーズ」の販売が好調に推移したほか、３月には、多様な杭材に対応する新型クランプクレーン「ＣＢ２－

９」を発表しました。こちらは水上や狭隘地、鉄道近接などの幅広い施工条件に対応できるオリジナル工法「ＧＲ

Ｂシステム」の主構成機器で、クランプクレーン本体にパワーユニットを搭載可能なため、「ＧＲＢシステム」の

コンパクト化を実現し、システムの優位性をさらに高めました。社会インフラの防災対策や老朽化対策が急務とな

る中、この「ＧＲＢシステム」をインプラント工法の標準施工システムと位置付け、圧入機サイレントパイラーと

のパッケージ展開でさらなる普及を図ってまいります。 

圧入工事事業におきましては、全国の沿岸部で「インプラント堤防」の整備が着実に進捗しています。宮城県塩

釜市では、ハット形鋼矢板900と鋼管杭の組み合わせにより、止水性と剛性に優れる経済的な壁体を構築する「コ

ンビジャイロ工法（特許出願中）」が防潮堤復旧工事で初めて採用され、岩手県大船渡市や釜石市では、鋼管杭の

飛び杭施工により合理的な壁体構築を早期に行える「スキップロック工法」が防潮堤再整備工事で採用され実績が

拡大しております。また、2012年からスタートした高知海岸の南海トラフ地震対策「インプラント堤防」の整備は

４年目を迎え、引き続き南国工区の延伸工事が予定されています。さらに、杭の大口径化が進む中、３月には

φ2000の大口径鋼管杭に対応するジャイロパイラーが北海道札幌市の河川改修工事で初稼働したほか、東京都でも

計画が進んでいます。 

技術的な評価では、５月に杭の圧入施工を仮設工事なしで行う「ノンステージング工法」が、国土交通省の新技

術情報提供システム（ＮＥＴＩＳ）で、特に有用な技術として評価選定される「推奨技術」に指定され、ますます

インプラント工法の認知度が高まっています。 

このような状況のもと、当第３四半期連結累計期間における、売上高は16,580百万円（前年同四半期比22.4％

増）となりました。利益面におきましては、営業利益3,550百万円（同54.7％増）、経常利益3,547百万円（同

49.7％増）、親会社株主に帰属する四半期純利益2,327百万円（同50.6％増）となりました。 

当社グループでは、「インプラント工法で世界の建設を変える」を経営方針に、①インプラント工法のパッケー

ジ化によるグローバル展開、②開発に特化した企業体制のさらなる強化、③高知を世界の圧入のメッカにする、を

重点三項目とする「中期経営計画」（平成28年8月期～平成30年8月期）にもとづき、引き続き事業のさらなる発展

に向け活動してまいります。 

 

セグメントの業績は、次のとおりであります。

①建設機械事業

 売上高は10,887百万円（前年同四半期比19.5％増）、セグメント利益は3,470百万円（同23.5％増）となりま

した。

②圧入工事事業

売上高は5,692百万円（前年同四半期比28.5％増）、セグメント利益は1,077百万円（同221.0％増）となりま

した。 
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(2) 財政状態の分析

（資産）

当第３四半期連結会計期間末における総資産は、前連結会計年度末に比べ3,575百万円増加して、39,077百万

円となりました。これは、原材料及び貯蔵品等の流動資産において303百万円、土地等の固定資産において3,271

百万円の増加があったことによるものであります。 

（負債）

当第３四半期連結会計期間末における負債は、前連結会計年度末に比べ2,143百万円増加して、14,538百万円

となりました。これは、支払手形及び買掛金等の流動負債の増加2,203百万円に対し、製品機能維持引当金等の

固定負債の減少60百万円の差引合計によるものであります。 

（純資産）

当第３四半期連結会計期間末における純資産は、前連結会計年度末に比べ1,432百万円増加して、24,538百万

円となりました。これは利益剰余金等の増加によるものであります。 

(3) 事業上及び財務上の対処すべき課題

 当第３四半期連結累計期間において、当社グループの事業上および財務上の対処すべき課題に重要な変更および

新たに生じた課題はありません。

(4) 研究開発活動

当第３四半期連結累計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は436百万円であり、セグメントは全額

「建設機械事業」であります。なお、当第３四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に

重要な変更はありません。

(5) 主要な設備の状況

当第３四半期連結累計期間中に完成した設備は以下のとおりであります。

会社名
事業所名

（所在地）
セグメントの名称 設備の内容

投資総額

（百万円）
完了年月

提出会社
関東工場

（千葉県浦安市）

建設機械事業

圧入工事事業
保全設備 5,034 平成28年４月

（注）上記の金額には、土地3,894百万円を含んでおります。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 49,800,000

計 49,800,000

 

②【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間末
現在発行数（株）
（平成28年５月31日）

提出日現在発行数（株）
（平成28年７月15日）

上場金融商品取引所名
または登録認可金融商
品取引業協会名

内容

普通株式 25,349,528 25,349,528
東京証券取引所

市場第二部

単元株式数は100株で

あります。

計 25,349,528 25,349,528 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

（４）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数

（株）

発行済株式総
数残高(千株)

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

平成28年３月１日～ 

平成28年５月31日
－ 25,349 － 5,844,318 － 7,004,596

 

（６）【大株主の状況】

当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。 
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（７）【議決権の状況】

当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、

記載することができないことから、直前の基準日（平成28年２月29日）に基づく株主名簿による記載をしてお

ります。

①【発行済株式】

平成28年５月31日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式     692,300 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式  24,641,000 246,410 －

単元未満株式 普通株式      16,228 － －

発行済株式総数 25,349,528 － －

総株主の議決権 － 246,410 －

 （注）「完全議決権株式（その他）」欄には、証券保管振替機構名義の株式が1,300株含まれております。また、「議

決権の数」欄に、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数13個が含まれております。

②【自己株式等】

平成28年５月31日現在
 

所有者の氏名または
名称

所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

株式会社技研製作所
高知県高知市布師田

3948番地１
692,300 － 692,300 2.73

計 － 692,300 － 692,300 2.73

 （注）発行済株式総数に対する所有株式数の割合は、小数点第３位以下を切り捨てしております。

２【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について 

 当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。 

 

２．監査証明について 

 当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間（平成28年３月１日から平

成28年５月31日まで）および第３四半期連結累計期間（平成27年９月１日から平成28年５月31日まで）に係る四半期

連結財務諸表について、有限責任 あずさ監査法人による四半期レビューを受けております。 
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

    （単位：千円） 

 
前連結会計年度 

(平成27年８月31日) 
当第３四半期連結会計期間 

(平成28年５月31日) 

資産の部    

流動資産    

現金及び預金 5,913,228 4,980,785 

受取手形及び売掛金 6,563,913 6,886,861 

製品 521,727 958,535 

仕掛品 1,959,224 1,828,328 

未成工事支出金 59,093 59,940 

原材料及び貯蔵品 1,425,959 1,983,465 

繰延税金資産 868,468 965,754 

その他 310,318 261,106 

貸倒引当金 △20,753 △19,710 

流動資産合計 17,601,181 17,905,067 

固定資産    

有形固定資産    

建物及び構築物 2,768,600 3,777,154 

機械装置及び運搬具 6,898,813 8,955,465 

土地 5,612,578 9,538,808 

建設仮勘定 6,029,871 2,190,056 

その他 678,164 800,641 

減価償却累計額 △6,937,577 △7,439,144 

有形固定資産合計 15,050,451 17,822,982 

無形固定資産 33,735 101,490 

投資その他の資産    

投資有価証券 695,776 885,282 

繰延税金資産 486,604 447,701 

その他 1,634,068 1,914,817 

貸倒引当金 △0 △0 

投資その他の資産合計 2,816,448 3,247,801 

固定資産合計 17,900,636 21,172,273 

資産合計 35,501,817 39,077,341 
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    （単位：千円） 

 
前連結会計年度 

(平成27年８月31日) 
当第３四半期連結会計期間 

(平成28年５月31日) 

負債の部    

流動負債    

支払手形及び買掛金 6,156,742 6,898,182 

短期借入金 246,432 282,180 

未払法人税等 903,030 532,373 

賞与引当金 378,678 270,766 

その他の引当金 2,859 2,455 

その他 2,164,396 4,069,883 

流動負債合計 9,852,138 12,055,840 

固定負債    

長期借入金 978,312 1,001,782 

製品機能維持引当金 678,320 616,983 

退職給付に係る負債 2,020 2,020 

その他 884,831 862,153 

固定負債合計 2,543,484 2,482,939 

負債合計 12,395,623 14,538,779 

純資産の部    

株主資本    

資本金 5,844,318 5,844,318 

資本剰余金 7,004,636 7,004,636 

利益剰余金 10,365,728 11,855,164 

自己株式 △302,754 △302,865 

株主資本合計 22,911,928 24,401,254 

その他の包括利益累計額    

その他有価証券評価差額金 6,709 △24,727 

為替換算調整勘定 △361 △143,275 

その他の包括利益累計額合計 6,348 △168,002 

新株予約権 187,915 305,309 

純資産合計 23,106,193 24,538,561 

負債純資産合計 35,501,817 39,077,341 
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

    （単位：千円） 

 
前第３四半期連結累計期間 
(自 平成26年９月１日 

 至 平成27年５月31日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成27年９月１日 
 至 平成28年５月31日) 

売上高 13,543,388 16,580,495 

売上原価 8,380,848 9,664,134 

売上総利益 5,162,539 6,916,361 

販売費及び一般管理費 2,866,558 3,365,400 

営業利益 2,295,981 3,550,960 

営業外収益    

受取利息 11,227 8,949 

受取配当金 2,406 1,907 

不動産賃貸料 21,999 24,681 

為替差益 55,694 － 

保険解約返戻金 － 20,570 

その他 13,997 15,405 

営業外収益合計 105,325 71,514 

営業外費用    

支払利息 7,587 5,874 

不動産賃貸費用 13,777 8,626 

為替差損 － 56,489 

その他 9,882 4,283 

営業外費用合計 31,246 75,273 

経常利益 2,370,060 3,547,200 

特別損失    

固定資産廃棄損 － 141,872 

特別損失合計 － 141,872 

税金等調整前四半期純利益 2,370,060 3,405,327 

法人税等 823,985 1,077,548 

四半期純利益 1,546,074 2,327,779 

親会社株主に帰属する四半期純利益 1,546,074 2,327,779 
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【四半期連結包括利益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

    （単位：千円） 

 
前第３四半期連結累計期間 
(自 平成26年９月１日 

 至 平成27年５月31日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成27年９月１日 
 至 平成28年５月31日) 

四半期純利益 1,546,074 2,327,779 

その他の包括利益    

その他有価証券評価差額金 27,985 △31,437 

為替換算調整勘定 54,700 △142,913 

その他の包括利益合計 82,686 △174,351 

四半期包括利益 1,628,760 2,153,428 

（内訳）    

親会社株主に係る四半期包括利益 1,628,760 2,153,428 

非支配株主に係る四半期包括利益 － － 
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【注記事項】

（会計方針の変更）

（企業結合に関する会計基準等の適用）

「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号 平成25年９月13日）、「連結財務諸表に関する会計基

準」（企業会計基準第22号 平成25年９月13日）および「事業分離等に関する会計基準」（企業会計基準第７号 

平成25年９月13日）等を第１四半期連結会計期間から適用し、四半期純利益等の表示の変更を行っております。

当該表示の変更を反映させるため、前第３四半期連結累計期間については、四半期連結財務諸表の組替えを行っ

ております。

（平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱いの適用） 

法人税法の改正に伴い、「平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱い」（実務対

応報告第32号 平成28年６月17日）を当第３四半期連結会計期間から適用し、平成28年４月１日以後に取得した

建物附属設備及び構築物に係る減価償却方法を定率法から定額法に変更しております。

なお、この変更による損益に与える影響は軽微であります。

 

（四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理）

（税金費用の計算）

税金費用については、当第３四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会計

適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。

（追加情報）

（技研メンテナンスシステムに係る会計処理）

第１四半期連結会計期間より、技研メンテナンスシステムに係る売上について、契約期間にわたって計上し、

関連する費用については発生時に費用処理しております。 

技研メンテナンスシステムは、前連結会計年度まで製品とのセット販売が常でしたが、第１四半期連結会計期

間より単独での販売を開始したことに伴い、「メンテナンス売上」を明確に区分計上できるようになったことに

よる新たな会計処理方法の採用であります。

（四半期連結貸借対照表関係）

 保証債務

      下記のとおり債務保証を行っております。

前連結会計年度
（平成27年８月31日）

当第３四半期連結会計期間
（平成28年５月31日）

日本ジュウキケンセツ㈱ 9,664千円 日本ジュウキケンセツ㈱ 5,882千円

 

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四半

期連結累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりでありま

す。

 
前第３四半期連結累計期間 
（自 平成26年９月１日 
至 平成27年５月31日） 

当第３四半期連結累計期間 
（自 平成27年９月１日 
至 平成28年５月31日） 

減価償却費 536,268千円 719,471千円
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（株主資本等関係）

Ⅰ 前第３四半期連結累計期間（自 平成26年９月１日 至 平成27年５月31日）

１．配当金支払額

平成26年11月21日の定時株主総会において、次のとおり決議しております。

    ・普通株式の配当に関する事項

（イ）配当金の総額・・・・・・360,523千円

（ロ）１株当たり配当額・・・・17円

（ハ）基準日・・・・・・・・・平成26年８月31日

（ニ）効力発生日・・・・・・・平成26年11月25日

（ホ）配当の原資・・・・・・・利益剰余金

平成27年４月６日開催の取締役会において、次のとおり決議しております。

    ・普通株式の配当に関する事項

（イ）配当金の総額・・・・・・296,901千円

（ロ）１株当たり配当額・・・・14円

（ハ）基準日・・・・・・・・・平成27年２月28日

（ニ）効力発生日・・・・・・・平成27年５月13日

（ホ）配当の原資・・・・・・・利益剰余金

２．基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間

の末日後となるもの

該当事項はありません。

 

Ⅱ 当第３四半期連結累計期間（自 平成27年９月１日 至 平成28年５月31日）

１．配当金支払額

平成27年11月25日の定時株主総会において、次のとおり決議しております。

    ・普通株式の配当に関する事項

（イ）配当金の総額・・・・・・419,171千円

（ロ）１株当たり配当額・・・・17円

（ハ）基準日・・・・・・・・・平成27年８月31日

（ニ）効力発生日・・・・・・・平成27年11月26日

（ホ）配当の原資・・・・・・・利益剰余金

平成28年４月６日開催の取締役会において、次のとおり決議しております。

    ・普通株式の配当に関する事項

（イ）配当金の総額・・・・・・419,171千円

（ロ）１株当たり配当額・・・・17円

（ハ）基準日・・・・・・・・・平成28年２月29日

（ニ）効力発生日・・・・・・・平成28年５月11日

（ホ）配当の原資・・・・・・・利益剰余金

２．基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間

の末日後となるもの

該当事項はありません。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ 前第３四半期連結累計期間（自 平成26年９月１日 至 平成27年５月31日） 

 報告セグメントごとの売上高および利益または損失の金額に関する情報

          （単位：千円） 

  報告セグメント 
合計 

調整額 

(注)1 

四半期連結損益計 

算書計上額(注)2   建設機械事業 圧入工事事業 

売上高          

外部顧客への売上高 9,113,040 4,430,348 13,543,388 － 13,543,388 

セグメント間の内部

売上高または振替高 
842,840 － 842,840 △842,840 － 

計 9,955,881 4,430,348 14,386,229 △842,840 13,543,388 

セグメント利益 2,808,802 335,777 3,144,580 △848,598 2,295,981 

（注）１．セグメント利益の調整額△848,598千円には、セグメント間取引消去△32,707千円、各報告セグ

メントに配分していない全社費用△815,891千円が含まれております。全社費用は、主に報告セグ

メントに帰属しない一般管理費であります。 

２．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。 

 

Ⅱ 当第３四半期連結累計期間（自 平成27年９月１日 至 平成28年５月31日） 

 報告セグメントごとの売上高および利益または損失の金額に関する情報

          （単位：千円） 

  報告セグメント 
合計 

調整額 

(注)1 

四半期連結損益計 

算書計上額(注)2   建設機械事業 圧入工事事業 

売上高          

外部顧客への売上高 10,887,682 5,692,812 16,580,495 － 16,580,495 

セグメント間の内部

売上高または振替高 
912,517 108,858 1,021,375 △1,021,375 － 

計 11,800,199 5,801,671 17,601,871 △1,021,375 16,580,495 

セグメント利益 3,470,205 1,077,796 4,548,001 △997,041 3,550,960 

（注）１．セグメント利益の調整額△997,041千円には、セグメント間取引消去△6,080千円、各報告セグメ

ントに配分していない全社費用△990,960千円が含まれております。全社費用は、主に報告セグメ

ントに帰属しない一般管理費であります。 

２．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。 
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（１株当たり情報）

 １株当たり四半期純利益金額および算定上の基礎、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額および算定上の

基礎は、以下のとおりであります。

 
前第３四半期連結累計期間
（自 平成26年９月１日
至 平成27年５月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自 平成27年９月１日
至 平成28年５月31日）

(1) １株当たり四半期純利益金額 72円90銭 94円41銭

（算定上の基礎）    

親会社株主に帰属する四半期純利益金額（千円） 1,546,074 2,327,779

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期純利

益金額（千円）
1,546,074 2,327,779

普通株式の期中平均株式数（株） 21,207,236 24,657,138

(2) 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 72円15銭 93円79銭

（算定上の基礎）    

親会社株主に帰属する四半期純利益調整額

（千円）
－ －

普通株式増加数（株） 222,678 161,334

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株

式で、前連結会計年度末から重要な変動があったも

のの概要

――――――― 平成27年10月８日取締役会決

議に基づく新株予約権方式に

よるストック・オプション

新株予約権 6,226個

（普通株式 622,600株）

 

（重要な後発事象）

 該当事項はありません。

２【その他】

平成28年４月６日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。

 (イ)配当金の総額・・・・・・・・・・・・・・・419,171千円

 (ロ)１株当たりの金額・・・・・・・・・・・・・17円

 (ハ)支払請求の効力発生日および支払開始日・・・・平成28年５月11日

（注）平成28年２月29日現在の株主名簿に記載または記録された株主に対し、支払いを行いました。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
 該当事項はありません。
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  独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

平成28年７月15日

株式会社技研製作所 

取締役会 御中 

 

有限責任 あずさ監査法人 

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

  公認会計士 浅 井 愁 星  印 

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

  公認会計士 安 田 智 則  印 

 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社技研製

作所の平成27年９月１日から平成28年８月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平成28年３月１日から平

成28年５月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成27年９月１日から平成28年５月31日まで）に係る四半期連結財

務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期

レビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

 経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

 当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

 四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

 当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社技研製作所及び連結子会社の平成28年５月31日現在の財政状

態及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重

要な点において認められなかった。

 

利害関係

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上

 

 （注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が四半期連

結財務諸表に添付する形で別途保管している。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていない。

 


